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明けましておめでとうございます。
2024年 最初の話題は、

「保健所の歴史」 についてです。

・保健所の成り立ちについて
→ 何時頃、どのようにして、保健所はできたのか？

・保健所の変遷の歴史
→ 保健所は、今までどのように変わってきたのか？
社会情勢、時代に応じて、構成や役割はどう変わったのか？

→ あまり面白くないテーマかもしれませんが、
しばらくお付き合いください



みなさん、保健所が何時頃からあるのか、
ご存知ですか？

今の保健所の原型は、 1914(大正3)年に誕生した。
日本赤十字社による 乳幼児健康相談事業所 と言われている。
その後、1935(昭和10)年に、アメリカ の ロックフェラー財団より
東京に都市保健館、埼玉に農村保健館 が寄贈、設立され
1937(昭和12)年 旧保健所法 が制定され、
全国に 保健所 が設置されることになる。



保健所誕生前
明治 8(1875)年 医制(衛生行政機構、医師免許制度、薬事制度）

明治13(1880)年 伝染病予防規則
コレラ、痘瘡、赤痢の流行

各府県に衛生課、各町村に衛生委員

明治19(1886)年 地方官官制
郡に警察暑、警察分署がおかれ、防疫業務を管掌

大正 5(1916)年 保健衛生調査会 調査
乳幼児死亡率が高い、青少年結核死亡の増加など

各種健康相談所の設置



保健所の歴史 １

昭和12(1937)年 保健所法制定され、保健所が全国に設置

昭和13(1938)年 厚生省が設置され保健所業務が開始
主な業務は、体力管理、母子衛生、優生保護、

栄養、勤労衛生

昭和22(1947)年 保健所法改正
警察が管掌していた 伝染病等防疫業務 が移管

主な業務は、防疫、母子衛生、結核対策
新たに 環境衛生業務 が取り入れられた



昭和20年代 結核、伝染病など感染症対策が主
昭和30年代 以降、感染症は減少し、がん、脳卒中、心臓病等

の成人病が問題化
昭和40年代 に入ると、公害等の環境衛生上の問題が表面化

また、成人病対策、精神保健対策、母子保健対策
が始まる

昭和50年代 に入り、健康づくり運動が始まる
昭和57(1982)年 老人保健法制定

市町村が老人保健の主体に
平成 6(1994)年 保健所法が「地域保健法」に変わり制定

住民への保健行政は市町村へ移行～保健センター

保健所の歴史 2



保健所数の推移

令和5年で、全国保健所数は 468
徐々に、県型保健所は減少



保健所の業務は、
時代と共に少しずつ
変化してきている

現在、地域保健法で
規定されている
業務は１４項目

→ これ以外にも多くの
業務があります

保健所の業務



県南保健福祉事務所はこんなことをしています
（令和５年４月１日現在）

総務企画部 総務企画課
経理、財産、福利厚生、庶務
企画調整、地域保健福祉、統計、研修、法人指導・監査、戦傷病者等援護、
日本赤十字、 共同募金会、民生・児童委員

健康福祉部 保健福祉課

高齢者支援チーム 介護保険、高齢者保健福祉、 高齢社会対策、施設監査

児童家庭支援チーム 児童福祉、母子保健、女性保護、ひとり親家庭支援
子育て支援、施設監査

東白川福祉相談コーナー
（ 棚倉合庁内） 嘱託相談員による母子父子福祉相談（東白川郡）

所 長

県中児童相談所

白河相談室
児童家庭相談 児童虐待相談

副 所 長

障がい者支援チーム 身体障がい者福祉、知的障がい者福祉、精神障がい者福祉、施設監査

生活保護課 生活保護、生活困窮者自立支援、 施設監査

健康増進課 健康づくり、難病、栄養指導歯科保健、原爆被害者医療

生活衛生部 医療薬事課

医事、薬事、献血、骨髄バンク、救急医療、医療監視

感染症予防チーム 結核、エイズ、新型コロナ等感染症対策

衛生推進課

環境衛生チーム 生活環境衛生 水道施設指導

食品衛生チーム 食品衛生、営業施設の監視

＜組織機構図＞

医療薬事チーム



まとめ

・保健所の設置は昭和12年、厚生省より1年早い
・設置当初の業務は、感染症対策、栄養対策、母子保健対策であった
・戦後、保健所法が改正され、環境衛生業務が追加された
・その後、時代と共に、主たる保健所業務も変わってきている
・平成6年保健所法が、地域保健法 に改正され、

保健所が行うべき業務14項目が策定された
・21世紀に入ってからの主たる保健所業務は、生活習慣病対策、

健康づくり対策、健康長寿目指す高齢者対策である
・新型コロナ感染症パンデミックや度重なる大規模自然災害を受けて、

今後の保健所業務の中で、特に健康危機管理対策が重要である


